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大阪信愛学院大学紀要 第3巻（2025.2現在投稿中）

疇 こども基本法と教育無償化論議

-2023年第212回～20241平第213回の国会審議から一

渡部昭男

（大阪信愛学院大学教育学部）

要旨

こども基本海ま「こども」を「心身の寃塾功壷郵ある者」と定義し、一律こl磁助、いし2傭訳？区切っては

いない。このことによって、 18歳凶牽埃学生・青年•若者を含めて、乳幼児期からおとなになるまでか刃れ目

なし一体的な「こども施策」を探究す召泥冠顆助吐甜訳：いる。本報告では直近1年の政策動向を押さえ

た上で、国会会議録検索システムを用いて、2023年第212回～2024年第213回の国会審議におけな敦

醗繍化論議疇糊敗を調べた各政党・会溜よ何らカゾ激育無償化策を提案しておリ、政府も高等

教育の私費負担軽減力灯湘別保障と②少子化対策の双方において重要との見解であること力準l明しt-

ギワード：異誌呪子化対策、こども基牟去、こども未莱卿各、施塞化プラン、（高蜀教南酪i化

序．課題と方法

こども基本法1)(2023年度施行）は「こども」2)を「心身の発達の過程にある者をいう」(2条1項）と定義し、一律に18歳ないし

20歳で区切ってはいない。このことによって、18歳以降の学生・青年・若者を「心身の発達の過程にある者」と位置づけて、

「新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなこなるまでの心身の発達の過程を通じて切れ目なく行

われるこどもq建やかな成船こ対する支援」（同頭—)という視点で捉え直し、切れ目ない一体的・総合的な（ジームレスでド·

タルな）「こども施策」（高等敦部照割煤含む）を吟味し、議論し、探究する研究課題が生まれている。

樟告では配丘1年の政策助向を押さ尤ヒヒで、コ苺で 3)同様に国会会朧扇鮪記／ステムは唸://kr.紘血ヰぬip/#/)

を用いて、国権の最高機関である国会における敦育無償化論議の経緯と特徴を明らがこする(20蕊瑕1212回攀国会～20

凶年第213回通常国会）。

1.「異；函少子化対策l網嘩項に係るこの1年間⑰射ヒ

次頁の表lに、岸田又雄酋相の年頭記者会見での「異次元の少子化対策」発言以降の持記事項を掲げt~2023.4.l

～同6.16の網掛け事項は前稿（漉罪2024)で記載済みであリ、ここてはその後の事項を概観しておく。

変化の第ーは、「こども未来戦略方針」(2023.6.13暉叡定）をtゴこき台として、「方針」の2文字をとった「こども未来戦略～

；欠元の異なる少子化対応の実現に向げC」(2023.12.22揺歎定／以下、噂賂」）力彩淀されたことである。「戦賂」は、「3つの基

本理念」の一つに「全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する」を位置づけ、「親の就業形態にかかわらず、どのよう

な家庭状況にあっても分け隔てなく、ライフステージに沿って切れ目なく支援を行い、多様な支援ニースにはよリきめ細か

い対応をしていく」としている。それをイメージ化して妊娠・出産から大学・大学院までを連続的に描いたのが、次頁の「こ

ども未来戦賂 Mぼ」(2023.12)3>-cある。半年前に描かれた「こども未来戦賂方針 M母咄2023.6)と比較すると、追加した

施策CMAP 且苺丸印をつゆ遡醐）は「児童扶養手当拡充」「障害児等の地域ての支援を強化」「こども・若者の安全•安心な

居場所づくり」「ひとり親等のこどもへの学習支援」の4つ、表現を修正した施策（百錮紀麒Dは「児童手当拡克」「自営業・

フリーランス笠の育児期間の国民年金・保険料免除」「大学等の授業料等減免支援拡充」の3つであリ、他に吹き出し説

明の追加や変更などがある。
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変化の第二は、「戦略」の推進l

むけた取組みが始

る。一元的なアクシ

初めて示された「こ

行計画2024」(2024.5.

進会議）は、具体的な

標を提示しておリ、KPI

指標）を設定して政策効

ながら PDCAを推進

ている。また、こども

府県市町村にこども

22閻靭淀）を勘案したこ

雫 81)の策定を努力

ている。「自治体こども

ためのガイドライン」

家釦）は、こども計画

も若者計画、子ども

画などの諸計画を

によって、「こども施策

て横串を刺し、住民

.~ 

一
2023.1.4 岸田首相年頭会見「異次元の少子化対策」

あ 2023.1.19 「異次元の少子化対策」の実現に向けた関係府省会隅の初会合

て
2023.1.23 第211回通常国会召集 (~6.21)、岸田首相の施政方針演説

2023.2.28 人口動態統計速報（令和4年12月分） （厚生労働省公表） （出生数80万人割れ）

起 こども ・子育て政策の強化について （試案） ～次元の異なる少子化対策の実現に
2023.3.31 

惟 ついて～ （関係府省会涌、こども政策担当大臣） （加速化プランを含む）

ヨ
2023.4 1 こども基本法の施行、こども家庭庁の創設

2023.6.2 
令和4年人口動態統計月報年計（概数）の概況（厚生労働省報道発表） （出生数77

価 万 747人／出生率（人口千対）6.3/合計特殊出生率1.26)

し
2023.6.13 こども未来戦略方針決定 （閣餞決定）

2023.6.16 
経済財政運営と改革A5:810の基本方針2023（骨太方針2023／閣穎決定） （少子

し 化対策 •こ ども政策の抜本強化を含む）

首 2023.10.20 第212回臨時国会召集 (~12.13)、岸田首相の所信表明演説 （10.23)

2. 
こども大絹（閣紐決定）、 こども未来戦略方針（閣頷決定） ｀幼児期までのこ ど

2023.12.22 もの育ちに係る基本的なピジョン （はじめの100か月の育ちビジ ョン） （OO漁決

:5 定）、こどもの居場所づくりに関する指針（閣漁決定）

し 2024. 1.26 第213回通常国会召集 (~6.23)、岸田首相の施政方針演説(1.30)

2024.4.1 改正児童福祉法施行（市町村にこども家庭セ ンター設置の努力義務化）
D 

2024. 5.24 自治体こども計画策定のためのガイドライン公表 （こども家庭庁）

も 2024. 5.31 こどもまんなか実行計画2024（こども政第推進会語決定）

いや
2024. 6 5 

令和 5年人口動態統計月報年計（概数）の概況（厚生労働省報道発表） （出生数 72

万7277人［▼4万3470人］／出生率 6.0［▼0.3]／合計特殊出生率 1.20［▼006]) 

it 2024.6.12 子ども ・子育て支援法等の一部を改正する法律公布 （支援金制度創設等を含む）

と 2024. 6.21 令和6年こども白田（令和 5年度） （閣紐決定）

し
2024.7.1 こども政策に関する国と地方の協漁の場 （令和6年度第1回）

2024.8.30 令和7年度予豆概克要求の概要等を公表

リ 若い世代の描く ライ フデザインや出会いを考えるワーキンググループ 議論のま
2024.9.6 

とめ（中間報告）

表 1. 「異次元の少子化対策」関連の特記事項 (2023.1-2024.9)
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ことも存厄庁

麟科籾ー闇疇
こども未来戦略（令和 5年12月22日閣議決定）の「加速化プラン」に盛り込まれた施策を租実に実行するため．ライフステージを通じた子育てに係る経済的支揖の強化．全てのこど
も・子百て世帯を対象とする支援の拡充、共働き・共育ての推道に目する栖策の実施に必要なi0日を講じるとともに．こども・子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるた珈D
子ども・子百て支援特別会計を創設し．児m手当等に充てるための子ども・子百て支援金制度を創設する．

子ども・子育て支握法等の一部を改正する法律案の概要I•'叫出討苫＂輯° |賣m

9 

1, no温fにウン』に訊9U""‘"体飼な糟貫
(1) 9イ9ステージ書遇じたテ冑てに儒る櫂清的衷鑽の櫨化 (:J)児m手当法．②子心・子胃て支這法J
①児国手当について、 (1)支給期間を中学生までから口校生年代までとする、(2)支給要件のうち所得割限を微廃する、 (3)第3子以降の児mに係る支給額を月額3万円とする．（4）支払月を年

3回吟閑月（偶数月）の年6回とする抜本的拡充を行う．

揺躙！のR担絹昂靭凶．妊鰤）以励支揖給付“り設し、当該給付と妊婦筍包括相談支揖甲鼠ともり果的に組み合わせる土で総合的な支璽を行う．

（ 2) 金tのa治•子冑て饂鬱鷺隋倉とTる只綱の縞充 IJ .12 四四皿．在t•”"て支Ill法綱．J"~s,子む•”"田紐．ヽ匹9“`”庶．、アぞむ•ea印量費II置配£.、天C・子m交II却—匹工Eする迄律l
①妊婦のた欧D支援給付とあわせて、妊婦等に対すa目談支援甲閾（妊婦等包括相談支援甲鑓）を糾設する．

②保百所等に通っていない瀾3歳未満の子どむ庄通園の口加）給付（ユ：も詣でも通園割度）烈孤gする．
③産後ケア事輩を地域子ども・子百て支援印皇に位口付け、国、都迅府県、市町村の役割を明確化し、計画的な提供体制の整偏を行う．
④教百・保育を提供する施設・事稟者口星営情報等の報臼を義務付ける（経営情報の組続的な見え~).
⑤栖19悶給付閃等支給国用の事業主拠出金の充当上限割合の引上げ．拠出金寧の法定上限の引下けを行う．

⑥児口扶揖手当の第3子以随の児即こ係る加口額を第2子に係る加口額と同額に引き上げる．

⑦ヤングケアラーを国・地方公共団体等,~；る子ども・若者支援の対象として明記．
麟準を満たさなし認可外保育施設の無口化に関する時限的iB団の期限到来に対する対応を行う．

(3)紺騎・”"て叫饂((11顧匹暉．嘩既紐l
①両親とむこ育児休戴を取得した場合に支給する出生後体稟支援給付及び育児期に時短動務を行った場合に支給する百児時短就稟給付む笞1設する．
②自営皐9)ーランス等の育児期間中の経濱的な給付に相当する支援捐四として、国民年金第1号被保険者の育児期間に係a濶貪料の免除捐日釘讃釦rる．

2 ，珀•テ冑tえ橿糟胴會It9旧屯ゆる「ことも金摩』｝の創塁 1村別会計にm碑律l
こども・子百て政策の全体像と国用負担の見える化を追めるため．年金特別会計の子ども•子育て支援勘定及び労働保険特別会計の雇用勘定（育児休鼠給付関係）を統合し、子ども・

疇戸二三三デ:I
l令和況岳藍巴曰1叩四5日、 1(2四呻6年11日1日． 1叩1沖・(2叩四叫2呻呻7年4月1日口ご二：：：：：：7ご二：；：二：「ii 
やすいものになるとしている。

なお、改正児童福祉法の 2024.4.1施行に伴って、従来の児童福祉機能を担う子ども家庭総合支援拠点と母子保健

機能を担う子育て世代包括支援センターとを統合した「こども家庭センター」の設置が市町村に努力義務化されている

(44条の2)。
変化の第三は、「戦略」の中にある「加速化プラン」を速やがこ実施するために、「子ども・子育て支援法等の一部を改正

する法律」が第213回国会で成立し公布(2024.6.12)されたことである。改正法を受げて、2024.7.1には、こども政策に関

する国a也方のt蘊御逍紐訂回）が持たれている。

多岐にわたる改正の全体像は、次頁に掲げた「子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律案の概要」4>-c視Iること

ができる。コ花》も施行日別に整理し直すと、2024.6.12（法公布日）は1-(2)⑦「ヤングケアラーを国・地方公共団体等に

よる子ども・若者支援の対象として明記」、2024.11.1は1-(2)⑥「児童扶養手当の第3子以降の児童に係る加算額を第

2子に係る加算額と同額こ引き上げる」、2025.4.1は1-(1)②「妊娠期の負担の軽滅砂ため、妊婦のための支援給付を創

設し、当該給付と妊婦等包括相談支援事業とを効果的ば咀み合わせることで総合的な支援を行う」、 (2)①「妊婦のため

の支援給付とあわぜて、妊婦等こ対する相談支援事業億姻葬話晦肢援即船を創設する」、③「産後ケア事業を地域子ど

も・子育C支援孵に位置付け、国、都道府県、市町村の暉jを硼確化し、計画的な提供体制の整備を行う」、④「教育・

保育を提供する施設・事業者に経営情報等の報告を義務付ける（経営櫛報の継続的な見える化）」、⑤「施設型給付費等

支給費用の事業主拠出金の充当上限割合の引上げ、拠出金率の法定上限の引下げを行う」、2025.4.1は(3)①「両親と

もに育児休業を取得した場合に支給する出生後休業支援給付及び育児期に時短勤務を行った場合に支給する育児時

短就業給付を創設する」、2「こども子育て政策の全体像と費用負担の見える化を進めるため、年金特別会計の子ども・

子育て支援勘定及び労働保険特別会計の雇用勘定（育児依縣紺関係）を統合し、子ども・子育て支援特別会計を創設す

る」、2026.4.1は1-(2)②「保育所等こ通っていない満3歳未満の子どもの通園のための剃寸（ユも誰⑮迦醗渡）を創設

する」、 (3)②「図剥郡紺勅被保険者等力も徴収する保険料に納付金の納付に要する費用（子在r子育戌援鉛を含める

3
 



こととし、図剥剰剣則度の取扱いを踏ま尤遠支保険者等ぺ項臨果・徴収の方法、国民健康保険等における低F得者軽減

措置等を定める」、 2026.10.1は1-(3)②「自営業・フリーランス等の育児期間中の経済的な~寸に相当する支援措置とし

て、国民年金第1号被保険者の育児期間に係る保険料の免除措置を創設する」であリ、その他は改正法の施行日

(202A.10.1)となっている。

なお、「加速化プラン」に盛リ込甜訣：事業を本格的に実行するために、2024.8末には2025年度予算概算要求が出

され、そq艇要が公表されている。

2．第212回及び第213回おナる国会謡諏乃蔀約）：加速化プラン＆無償化

「戦賂」は、「加速化プラン～今後3年間の集中的な取組～」として、児童手当の拡充硼爛那即激廃、濶姐奔閲て迫忌第

三子凶船万円、笥、出産等の経済的負担の軽減（幽羞•子育C戯影甜金10万円、伴赳晋賠肢援、幽菌与児→晒切引き上げ、等）、医療

欝の負担軽減疇自涵本～滅謁匿麗の船、高等輝費の負担軽減（中諏恥の克薗炊、摺鞘磁仙嘲度、筍などを掲

げている。しかし、「無償化」の用語は、幼児教育・保育の無償化けゴ~U)-2錮坦我脚嘩痴輝痴乞）、学校給食費の無償化

（当面譲塊調記勘貶結果公港0、多子世帯の授業料等の無債化けゴ4は趨臣れ幻嘩力8凡坦の彫昔）に留めている。

政府側の施策案に対して日本国憲法等の法規範力も検討を加え、必要な場合には修正を迫リ、中長期的な観点に立

ってよリ良き政策にするの力智権の最高機関たる国会の役割である。まずは、各政党（錨邸項知与無償化に係る主張•論

点を探ってみた加速化プランとの関わりで浮上した教育無債化の論点を抽出すべく、国会会膨禄を「加速化プラン＆無

償化」で検索すると、第122回：14f牛90箇所、第123回：86件874箇所勁叱ットする(2A.9.10現也第123回i濾罪録頌駆

進行中であリ未確定）。各政党（会派）の特徴的な発言を、国会会議録から抜き出すと以下のようである（「…」は審各、「／」l胡嘩区

分を示す）。また、分かりやすいように、各政党の2022参議院選挙時のマニフェストから関連公約を抽出して併記しt-

1自由民主渕：安倍政権で、消費税を二度引き上げ、その財源で社会保障の充実や幼児教育の無俣化を実現…岸田政

権では、少子イ噴の予算の増額を始め、歴史的な防頁決定を行い、その財源確俄こも取り組んでい（る）儘職暴：21鴻•

本会議3号23.10．辺、稲田朋美）

公約7)：高等教育における、多子世帯等の中間所得層の修学赳愛を拡充し、「出世払い」制度（日材反HECS)を大学院へ先

行導入するとともに、安定的磁困原を確保区躇陪箋への対象拡大を目指します。

匿國：来年度から…多子世帯や理工農系の中間晋へと拡大…コ土とどまらず、経済的な理由で学びを諦めること

がない社会を構築し、安心感を持って子育てができるよう、2030年代までに大学等の無償化を実現すべき…／まずは

入学金や籾湘欝入、転居費用なとで特に経済的負担が大きい大学や専門学校等の一年生の前期分の授業料を無債化

(21躊•本会議4号23.10.26、山口那津男）

公約叱家庭の経済的事情に関わらず、希望すれば誰もが大学等へ進学できるよう、給付型奨学金と授業料等減（｛網岐

棚輝渡）を特に負担軽滅砂必要がある多子世帯や理工農系の学生などをはじめとして、中間所得世帯まで拡充します。

/2020年4月から年収590万円未満を対象に私立高校授業料の実質無償化が実現しましたさらなる公私間格差を

是正するため、公立と同じ年収 910万円未満まで段階的に無償化をめざします。／高校における授業料以外の教育費

負担を軽減するため、低p得世帯に対して支給している高校生等奨学給付金の支給額を増額するとともに、中間p了得世

帯まで段階的に対象拡大をめざします。

1立釦珪渕：知童手当l這三子以降に限らず第一子から増額する、大学寃灘料無償化は子供の数に限らず実施す

る…／児童手当について、第一子から、高校卒業年次まで月1万5千円を支給すべき…／全ての子供の、国公立大学

のを無償化し、私立大学生や専門学校生にも国公立大学と同額程度の負担軽減を行う…／公立小中学校の給

食費無償化(21躁•本会即号2A.l.31、製延Q

公約 9）：国公立大学の授業料を無償化し、私立大学生や専門学校生に対しても国公立大学と同額程度の負担軽減を実

施します。奨学金制度の拡充匹芦生の生活費等についても支援します。／高校⑬斐辮将賭〖化については所得制限を
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撤廃します。

1日本維新颯：大阪で進む子育て世帯支援策のうち、地方創生臨時交付金による地方自治体を通した小中学校の給食

費無償化と、茄挙赳釦即汚 l上げ、又は教育バウチャ—による高校授業料の無償化を今回の経済政策として提案(21躊t•

本会議4号蕊．10.25.馬場伸幸）

公約IO）：家庭咲径済状況にかかわらず、等レく質の高い教育を受けることができるよう、義務教育の他、幼児教育、高校、

大学など、教育の全過程について完全無償化を憲法上の原則として定め、給食の無償化と大学改革を併ぜC進めなが

ら国に関連法の立法と‘恒久的な予算措置を義務付けます。

1国民民主到：輝、科浮技術など人的資本形成こ資する予算には教育国債という新たな国債を充てる…（籾暉贖で）望

む全ての学生が大学や大睾弗こ無償て通及るようにすべき（同、玉杖←郎）

公約II)：大学や大学院等の高等教育の授業料を減免するとともに、返済不要の給付型奨学金を中所得世帯にも拡大しま

す。卒業生の奨学金債務も減免します。

1日本坦：高等衡与無償化を目指し、直ちに大学等の学費を半額にし、入学金制度を廃止し、奨学金を給付制中心こ

改め、奨学金返済の半額を免除すべき偲志血琺3

公約12)：大学専門学校の学費を半額にし、将来的には無償にします。入学金は廃止します。契学金ば恥知）ように返済

不要の給付制を中心こして拡充します。／私立高校碍照賞化を拡充します。

伽叱漸選絹：高校は当然国碑」度として無賞化…／自涵綱格差をなくし、公私立問わず視の収入に関係なく無償

に…福井県東京者腐ま…所得制限を撤廃(21躊•匁綜浮委3号24.3．泣臨劾諺）

公約 l3):「学ぶ気があれば借金をせれこ大学院まで無料で行ける社会」を作ります。／すて1こ奨学金で借金を負った心窒

には「奨学金徳政令」で返済を免除します。

改めて高校・大学等の無債化策を整理し直すと、公明党：2030年代まて1こ大学等の無償化実現／まずは一年生前期

分の授業料から無債化、立憲民主党：国公立大学の授業料の無債化／私立大学等は同額程度の負担軽減、日本維新

の会：大阪で進む高校授業料無償化の全国展開、国民民主党：教育国債による大学・大学院の無債化、日本共産党：大

学等の学費半額化／入学金廃止、れいわ新選組：所得制限を撤廃した国による高校無償化、となる。ちまたでは物価高

騰に便乗した大手私学による学費値上げ実施、国立大学の学費値上げぺ研虹錨蓉尊力華疏［されているが、優知順位や

手法は異なるものの国会の論議の方向性は無償化の推進である。特に、与党の公明党から大学等における無償化実現

への工程表（ロートマッカカ朔廻されたことはこの2会期の国会審議咲喘衡ぽの一つである。

3．第212回及び第213回おける国会謡影末隅②：多子世帯＆無慣化

もう一つ⑬喘拠よ多子世帯べ在赳慾勤ゞ当初の所得制限ありの負担軽減から所得制限なU項暉t化となったことで

ある。すなわち、 2023.3.31 の「こども・子育て政策の強化について（試案）」（醐腑省鑓覆•ユも斑畔埠大臣）では、「授業料

顎娩及噴針蒋堕浮鉗こついて…令和舷F度から多子世帯や理工農系の学生等の中間層（慨跨瑕約 600万円）に拡

大する」14)としていたが、2023.6.13の「こども未来戦賂方針」暉膨淀）ては、「多子世帯の学生等こ対す甜寃臨聘翔晩i

について更なる支援拡充（対象年収の拡大、年収区分ごとの支援割合の引上げ等）を検討し、必要な措置を講ずる」I5)に

変わっている。さらに、2023.12.22の屑瞬り（陣叡船では「授業料等減免及び尉捏堕菩：釦こついて…2024年度

から多子世帯や理工農系の学生等の中間屑（囮跨或約 600J3P3)に拡大する。さらに、高等教育費によリ理想のこども数

を持てない状況を払拭するため、2025年度から、多子世帯の学生等については授業料等を無償とする措置等を講ずる

こととし、対象学生に係る学業の要伯こついて必要な見直しを図ることを含め、早急に具体化する」16)と、無償化にまで踏

み込んでいる。

この間の多子世帯こ係る経緯を探るために、国会会獅禄を「多子世帯＆無償化」で同様に検索すると、第122回：18件

99箇所、第123回：40件345箇所がヒットする(24.9.10聯知第lお回l濾陣録頌肋槌仔訳？あリ茉翻3。結論から言えば一
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連の変化の背景に、与党•公明党の国会での一連の働きかけのあったことが分力も。

まず、「こども・子育口冠襄咬強化について（試案）」において「中間層（囮眸隣勺600J5P:I)」17)となる伏線として、「四人の家

族モデ）W）世帯で目安年収380万円となっていることでございますけれども、ここのところを思い切って例えば600万円

まで引き上げ、多子世帯、理工農学系学部に進学する場合にはその支援の対象とする」(208 衆•予算委 21・2022.6.1浮詣汗

蜘［俎膜］）17)、「昨年6月の予算委員会で、総理よリ、年収600万円までという考え方をレっかリ受け止めたいとの前向き

な答弁をいただきましたが、令和舷F度のスタートと考えると…できるだけ早くコ花の制度の牢収目安等を発表すべき」

(211衆本3・2023.1.26石姐登儲員［公洵探］）などの要請力丸よざれている。

そして、「こども未来戦賂方針」で「更なる翅魁炭和に変わるにあたリ、「多子世帯の負担軽滅こは更なる措置力も必要と

考えますが、さきのこども未莱瞑洛方針でl材鯨寸という表瑯ことどまっております。是非ともこの加速化の三年間のうちに

実施ば踏み切っていただきたい」(211 参•決算委 10·2023.6.12 縮慰識幽員［公湖如）との質問に対して、「委員御指摘のように、

私も指示を出させていtゴまきまして、更なる支援拡充を加速化プランの中で前倒しで実行する、このようにしたところであ

リます。／授業伴笥彫豆奴淮刹型奨学釦こついては、執行状況や財源等を踏まえつつ、多子世帯の学生等に対する授

業料等減免について更なる支援拡充を検討し、必湮沿措置を講じてまいリたい」（同、岸田匁皿相）という遣り取リカ沈よされ

ており注目される。

さらに、瑾碗Hにおいて多子世帯の無償化となる過程でよ「政府がまれよ多子世帯への支援ということで考えている

のであ柑えせめてここは思い切って多子世帯⑬寃辮斗を無償化するぐらい⑬広充力秘要ではないでしょう」(212 参•予算

委•2023.11.1倒酵四顧［盛潮如）、「年末に向けて、大学や専門学校等の一年生の前期分⑬寃群却漁環化を検討するに

当たってはまず、多子世帯を対象とするならifJi牌排l拇船撤廃すべき…／紺こ、多子世帯は現在、扶養する子供が三

人以上となっておリますけ因こ中も、子供が二人の世帯lお寃轄却消瑠［を克愛するといった仕組みも必要可よないでしょう

か」(212衆•文舞特委2·2023.115浮醐肝議員［公河浣］）等の質疑が確認できる。

結．高等籾与⑰鵡胆廿旦軽咸謀景々な目的翻虹資する、①朦眼韓＆②’少子イ改膝のい打1も重要

国際人権A規約13条笈員(b)(c)の留偲削目（2012.9.11)以降日本国は中等教育及び高等教育⑪齢御補賭矧ダの条

項に拘束されることとなったI8)。渡部(2021)19l-r明らがこしたように、国会審識こおける国際人権A規約に係る「漸進的無

償化」に係る論識よ第1期：1979年第87回(197&12.22-1979.6.14)までの国際人権賜約の締結及び浦礁的無償化」規

疇分晴醐こ関する論議第旗月：それ叫降～2012年第181回(2012.10.29ー同11.16)まての留保撤回に関する論議第

硼：それ凶降～今日まての留保撤回後の漸進的無償化の取組み促進に関する論議、というように三区分できた。さらに

その延認こおいて、国会会議録を「高等教育（の）無償」で検索すると、①国際人権規約憮囮ヒ留翠鑢l1978~)、②国難突

破解散ゆ子高刷疇第欧弼師謹2017～入③異次元の少子化対策（こども基栢却抑諏船023~)の大きく3期に、質疑の系

譜を区分できる。

一見すると「権利保障⇒少子化対策」へ咲針子、ないし「権利保障vs.少子化対策」の朧図のようにもみえる。その点

「岸田内閣にとって、高等教育の私費負担を軽減する最大の目的は何か。こどもの~5増別の保障か、それとも少子化

対策か、それとも別のものか」との質問 20)は負担軽減•無償化策の目的・理念の核心部分をつくものとなっている。すな

わち、＂高等教育の私費負担を軽減する』ことは、様々 な目的の達曲こ資するものであると考えておリ、その上でお尋ね

の『こどもの学5湘別の個蹴汲”少子化対策』はいずれも同禦こ重要と考えている」との政府答弁を引き出しており、

こども基本法を新たlゴ紅咀；として追加した上記③Dステージにおける、高等教育における私費負担軽減・無償化策に

係る現時点での日本政府の立引立置を確認するものとなっている。

謝辞

本研究は、JSPS科研費22K.02702(2022-25バ嘩暉男）の助成を受けた，

6
 



備考

本稿は、日本教育学会第 83 回大会（名古屋起芦愛知ヰ忍棠デ—マ型俎雌追—7-1、 2024.8.29)における報告佃店切cbi.m如
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注

l) 条文は以下の通りである(「/」lお対テを示す）。「第2条この法細ゴ3いて「こども」aよ心身の発達⑪甑郵凌る者をいう。／2この

法律ヰいて「こども施策」とは次に掲げる施策その他仄こ四本関する施策及びコ北一佑翔コ討大き施策をいう。／一新生

疇、紐蜘、判糊及び思鞘屑の各段階を経て、おとなになるまでり心身の発達乃縣旦を通じて切れ目なく行われるこどもの

健やかな疵尉ゴサーる支援／二子育てに伴う喜びを実蛮てきる社会の実聰こ資するため、就労、結婚、妊娠、出産、育児等の各

段階に応して行われる支援／三家庭におけな筵育環境その他なこどもの痰育環境の整備」

2) 「ことも」「子とも」「子供lの表詔よ根脚安や出典など⑪璽りとしt-

3) 渡部昭男 2021~知顎賭tィは論議碩器貶特徴(4) :2020年第201回の国会審議から」『大阪成跛大学紀要』（7)239-251、ht

四/hdlharxlle.net/20.500.14094/9000巫同 2022「コロナ禍の高等教育における学岱樟器即）ための学生支援の在り方に

係る論議：主に2020年第203回・2021年第204回の国会審議分析から」『大阪成蔑大考四駐(8)297-306、https://hdl.han

dle.net/20.500.14094/90009091。同 2023「コロナ禍の高等教育に料沢消切の継続のための学生支援の在リ方に関する論議

(2):2021年第205回～2022年第208回の国会審議分析から」『大阪成聡大巽団尉（9)139-14&血区J厄出四凶e.net/20.

500.14094/0100479032o同2024「少子化対応と無償化方策：2022年第210回及び2023年第211回の国会審議分析から」

『大阪成誤大学紀要』(10)139-150、血区／は出四註田'let/20.500.14094/010048639&

4) こども家庭庁 HP「こども未架靡各 Mぽリ血区／加叩V.cf邸嘘九玄m苓位辻mo-n血飢及ひ同「こども未架廊各方針 Mぽり

は Iw畑．cfa.gojpほ翠江口忍に注mDm虹畝m畔（20汲．9.9閲覧）。

5) ことも釦粗j=HP「子とも子育て克蛍却即）→罪を改正する法律案の概要」血区／加叩v.cfa.E困p／蕊呻如ヰm図m涵区立_pa

穿ガー481073ad-6d4f4 9-1337＆血8/6b455775/202A0219_a:江五均＿中誼細ーに注血＿虹豆注貶Y知

3ixl_03．区（20泌．9.9閲覧）。

6) 第212回国会でヒッげ慢肋徳増するのは国会会議録検索システムが「無慨化」を検索用語としが配合に「教南照質化を進める

会」徴党届出：2023.12.13受理）の名称を拾ってしまうためである。

7) 自由民主党マニフェスト2022：血区://storage2jjminjp／区f/ll皿phlet./202206_manifest1Xit'(20泌 9.9晦恥。

8) 公明党マニュフェスト2022：血戸J/www.kanei.erjp／甲函糾sanin20訟んFO呻叩仇m比心／manifesto2022.1Xit'(20汲．9.9閲即。

9) 立憲民主党マニフエスト2022:https://elections2022.cxlp-japanjp/lifesecurity/02/(20筑 9.9閲即。

10)日本能廊咲評ニフ＃スト2022：血区／／0-ishinjp/sangiin2022/manif函/&aku2022.h1rnl(20筑 9.9閲冤。

11) 国民民主党マニフェスト2022：血rs.//n的戌改皿血如／file/DPFP-PolicyPamphlet_202206.IXit'(20泌．9.9閲酌。

12)日本共産党マニフエスト2022：血区J/wwwjcp.er如位由立苅土函／2022/06/20泣硼E痣辿m辺曲迂(20筑 9.9閲寃。

13)れいわ部鰤且マニフェスト2022：血;i:s://reiwa-shinsengoorn/sanin2022_kinkyu/(20泌．9.9閲寃。

14) 内閣官房 HP「こども•子育口冠程の強侶こついて（試案）」11、血区／ん叩V.0追Djp/jp/翠蕊ぬ加立m3-seisakuぬ心細／区f心心l

ka延皿頑(20筑 9.10暉。燐、「中間層（世帯甲闊勺600J5P3)」は関して、高等翌於等鈷呟援金制度ては加算を行う「中間

所得層」の世帯年収目安は「590万円」としてきたすなわち、高校無慣化に910万円の所得制限を設ける法案を巡る国会審識こ

おいて、「中間所得者層、これは子供のいる世帯の収入のおよそ中央値である年収590万円世帯」(185衆・文部科学委3号・2013.

11ふ下村博文氾顎将沃臣）と説明している。そ錢臥忌おいて(590万ヨと 600万可との若印漣＂拉る却め）、頃囃院議員宮本

徹君提出岸田政権ば置ことも未梨賜洛方針Jこ関する質問に対する答弁書」（内閣網夏211第 116号、2023.6.27、血区//www.shugii

ngojp/intemet/Itdb--/h1mV由涵mm/b211116.h1ln[20泌 9.10閲覧］）では「年関勾6百万円までという数芋北＊こか

ら来たのか」との質問に対して、「お尋ねば泄帯年閃勺6百万円よこついては高等学校等就学支援釦根渡の収入l鳴財る要件を

7
 



参惹こ定めたものである」と答弁している。

15)内閣官勝HP「こども未来戦賂方針」14、https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kodomo_mirai/pdf/kakugikettei_20230613.pdf{2024.9.

10閲覧）。

16)内閣官房 HP「こども未架醐各」15-16.血区//www.cas.gojp/jp／函函叫ぬ虹m呻曲江f位血叫回垣20231222.Ixif(2024.9.10

閲覧）。

17)この蜀郡おいて浮烏膨詠よ「現行制度力ち例氾必閂又6百万に拡充をすると、利用可能な心籾よ約 60万人から約 80万人

噂が増注目了。現行制度曰よ給付型奨学金の支給額l謡Uて年間91万、授業飩乃彫確爾お比后？70万、合計で161万

です。ユ砒いず瞑シ、私立大学ゴ直う自宅外生の湯合です。／新たな区分として、このパネ）U浪荘iのように四分の一の支腺D

区分を設けると、その区分の一人当たリの支援額~160 万円の四分乃ーとなリますので、最ガ勺 40 万円となリます。私大ては、

理の負担が人文系より約30万多く、まヒ多子世帯の教育負担増は、そうでない世帯よりも約30万円高いという

データがあります。この新たな区分での支援額の最大40万円というのはこうした理工農系や多子世帯の教育負担の陸咸こつな

がると考えておリます」との、試算甜沼介している。

18)外務省HP「経済的、社会的及び文化的権利i喝討る国際規約（社会権規約）第13条2(b)及び(c)の規定に係る留保戊甑目（国

連への通告）について」血区／1wwwJrnf旺氏pんば却四iko/k函血ん血改uJ20911.h1ml(2024.9.11閲即。

19)渡部昭男2021「国際人権A規紺こ係窃漸進的無償化嵐襄紅済器貶特徴：1978年第84回～2020年第203回の国会審議

から」隅清科学論集』(24)31-44、血芦://cloiag/10.24546/81012777。

20)質問第135号「高等教育の無償化に関する質問主意書」侮辿者：宮本徹、2023.12.8)血区//www.sh逗加怠湛泣証m釦記b-sh

函m /h1rnJ/-8212135.htm、内閣衆質212第135号「衆議硼謝員宮本徹群迪廿高等教育の無償似鳴財ーる質問

に対する答弁書」偉田文雄2023.12.22)血四J/www.sh遥iin.gojp,ほ血m鉗血b-shitsumon.nsf/htmVshitsJrnc:n/b212135.htm(20

24.9.11閲覧）。

A 

The蕊如ActonChildren defines "child" as "a person in the prcressof physicalandmental development" 

and does not畔疇dividethe teirn at the啄of18 or 20. This has created a函寧由暇呻to

explore舜呻蕊 andintegrated palicies far曲 drenfrom infancy to adulthood, incltrling students, 

ado1函呻s,andy0ungpeople afterthe暇of18. This report examines the history and characteristics of 

the debate on gradual free echration from the 212th Diet session in 2023 to the 213th Diet res血in

2024匹蒻theDiet氏心辺零滋袖函皿寧onthe policy trends in the past year. The results 

show that all直訟l置蕊(factions)have pro寧oomekind of free畔磁ionpalicy, and that the 

Japanese government is of the view that reducing the burden of pri呻四亨傘farhigher education is 

imoortant far血guaranteeingrights and combating the declining birthrate. 

Keywords: rountenneasures against declining birthrate in another曲証呻n,Basic Act on Children, 

Children's Future Strategy,，細erationPlan,free伽）吋[mtinn

受理 2025年2月19日頃込み） ／公開 2025年4月1日（予定）

但餘銑〉

渡部昭男（わたなべあきお）

宛先〒536-8585大阪市城東区古市2-7-30大阪信愛学院大学教育学部508室

電話 06-6939-4391（代表）／内線2508

E-m祉 W祉 紅西a@osaka-shinai.acjp

8
 



日本教育学会第g廻大会
匝蕊h紺ぽ呻erceofJaぼ 蕊 E四呻Rese四chAsscciatia, 

こども基本法と教育無償化論議

-2023年第212回～2024年第213回の国会審議から一

0渡部昭男（大阪信愛学院大学）

キーワード：異次元の少子化対策、こども基本法、こども未来戦略、加速化プラン、（高等）教育無償化

序．課題と方法

こども基本法(2023年度施行）は「こども」を「心身の発達の過程にある者をいう」(2条1項）と定義し、一

律に18歳ないし20歳で区切ってはいない。このことによって、 18歳以降の学生・青年・若者を「心身の

発達の過程にある者」と位置づけて、「新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとな

になるまでの心身の発達の過程を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな成長に対する支援」（同2

項ー）という視点で捉え直し、シームレスでトータルな「こども施策」を吟味し、議論し、探究する研究課題

が生まれている（本テーマ型分科会の設定趣旨）。本報告では直近l年の政策動向を押さえた上で、これまで

同様に国会会議録検索システム(https://kokkai.ndl.go.jp/#/)を用いて、 国権の最高機関である国会

における教育無償化論諾の経緯と特徴を明らかにする(2023第212回臨時国会～24第213回通常国会）。

1．政 、則の鍵用評：すべてのこども・子＝て 臼、ライフステージに於って切れ目なく、 を」す

こども未来戦略方針(2023.6.13閣議決

定）をたたき台として決定したこども未来戦

略～次元の異なる少子化対応の実現に向

けて(23.12.22閣議決定）は、「3つの基本理

念」の一つに「全てのこども・子育て世帯を

切れ目なく支援する」を位置づけ、「親の就
荘i'言 入字、 休暇屯炉 oハ—

：三；i(J：三カく三三三I：□9：壬喝屯
としている。それをイメージ化して妊娠・出産から大学院までを連続的に描いたのが、こども未来戦略

MAP(23.12こども家庭庁h1:1P_S:// www. cf a. g~ources/kodomo-mirai/)である。 一元的なアクシ

ョンプラン・こどもまんなか実行計画(24.5.31こども計画推進会譜）は具体的な工程表、数値目標を提示し

ており、KPI（重要業韻評価指標）を設定して政策効果を検証しながら PDCAを推進していくとしている。

なお、こども基本法は、都道府県・市町村にこども大網(23.12.22閣諾決定）を勘案したこども計画の策

定を努力義務化(10条）している。自治体こども計画策定のためのガイドライン(24.5.24こども家庭庁）は、

こども計画が従来の子ども・若者計画、子どもの貧困対策計画などの諸計画を一体化することによって、

「こども施策」に全体として横串を刺し、住民にとってわかリやすいものになるとしている。

2．加速化プラン等における主な負担軽減策及び無償化策

こども未来戦略は、加速化プラン～今後3年間の集中的な取組～として、児童手当の拡充（所得制限の

撤廃、高校生年代まで延長、第三子以降3万円、等）、出産等の経済的負担の軽減（出産・子育て応援交付金10万

業形態にかかわらず、どのような家庭状況

，
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円、伴走型相談支援、出産育児一時金の引き上げ、等）、医~~~の負担軽減（実施自治体への減額調整措置の廃

止）、高等教育費の負担軽減（中間層への支援拡大、授業料後払い制度、等）などを掲げているが、「無償化」の

用語は幼児教育・保育の無償化（ただし0-2歳は住民税非課税世帯限定）、学校給食費の無償化（当面は実態

調査実施と結果公表）、多子世帯の授業料等の無償化（ただば夫養される子供が3人以上の世帯）に留めている。

3. 212口 2023.10.20-12.13 び 2_13口 2024.1.26-6.23おける ＝の

政府側の施策案に対して日本国憲法等の法規範から検討を加え、必要な場合には修正を迫り、中長

期的な観点に立ってより良き政策にするのが国会の役割である。国会会議録を「加速化プラン＆無償化」

で検索すると、第122回：14件90箇所、第123回：66件568箇所がヒットする(24.7.12現在／第123回

は議事録公開が進行中であリ未確定）。各政党（会派）の教育無償化に係る主張・論点は以下のようである。

I自由民主渕：安倍政権で、消費税を二度引き上げ、その財源で社会保障の充実や幼児教育の無償化を

実現…岸田政権では、少子化対策の予算の増額を始め、歴史的な政策決定を行い、その財源確保に

も取リ組んでい（る）（議事録： 212衆•本会議3号 23.10.24、稲田朋美）［「…」は省略、「／」は段落区分を示す］

医：来年度から…多子世帯や理工農系の中間層へと拡大…これにとどまらず、経済的な理由で

学びを諦めることがない社会を構築し、安心感を持って子育てができるよう、 2030年代までに大学等

の無償化を実現すべき・・・／まずは入学金や教材購入、転居費用などで特に経済的負担が大きい大学

や専門学校等の一年生の前期分の授業料を無償化(212参•本会議4号 23.10.26、山口那津男）

位憲民主渕：児童手当は第三子以降に限らず第一子から増額する、大学授業料無償化は子供の数に

限らず実施する・・・／児童手当について、第一子から、高校卒業年次まで月1万5千円を支給すべき・・・

／全ての子供の、国公立大学の授業料を無償化し、私立大学生や専門学校生にも国公立大学と同額

程度の負担軽減を行う・・・／公立小中学校の給食費無償化(213衆•本会議3号 24. 1. 31、泉健太）

1日本維新の釜：大阪で進む子育て世帯支援策のうち、地方創生臨時交付金による地方自治体を通した

小中学校の給食費無償化と、就学支援金の引上げ、又は教育バウチャーによる高校授業料の無償化を

今回の経済政策として提案(212衆•本会議4号 23.10.25、馬場伸幸）

1国民民主党I：教育、科学技術など人的資本形成に資する予算には教育国債という新たな国債を充て

る…（教育国債で）望む全ての学生が大学や大学院に無償で通えるようにすべき（同、玉木雄一郎）

1日本共産渕：高等教育無償化を目指し、直ちに大学等の学費を半額にし、入学金制度を廃止し、奨学金

を給付制中心に改め、奨学金返済の半額を免除すべき（同、志位和夫）

加いわ新選細：高校は当然国の制度として無償化…／自治体間格差をなくし、公私立問わず親の収

入に関係なく無償に•••福井県、東京都は・・・所得制限を撤廃(213参・文教科学委3号 24.3.22、訟後靖彦）

・ ＝ ーのム 旦、は々な ‘成に｀する、 l ＆少子t、 のいずれも重要

国会会議録を「高等教育（の）無償」で検索すると、①国際人権規約（無個化留保論議1978~)、②国難突

破解散（少子高齢化対策／第4次安倍政権2017~)、③異次元の少子化対策（岸田政権2023~)の大きく3期

に質疑の系譜を区分できる。その点、「『高等教育の私費負担を軽減する』ことは、様々な目的の達成に

資するものであると考えており、その上で・・・『こどもの学ぶ権利の保障』及び『少子化対策』は、いずれ

も同様に重要」（内閤衆質212第135号23.12.22)との答弁は、漸進的無償化に係る重要な到達点である。

（＊こども、子ども、子供の表記は出典通りとした）【謝辞：JSPS科研費22K02702の助成を受けた】
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少子化対応と無償化方策

-2022年第 209回～2023年第 211回の国会審議にみる「教育無償化」論議の経緯と特徴一

0渡部昭男（大阪成誤大学•特別招聘教授）

序．国会審議にみる「教育無償化」論議分析一課題・対象・方法

教育無償化論議がマスコミで盛んになったのは、教育無償化改憲論が出された 2016年である。その

2016年第190回から、「国権の最高機関であつて、国の唯一の立法機関である」（日本国憲法第41条）

とされる国会における教育無償化論議の経緯と特徴を明らかにすべく、国会審議分析を始めた。本学会

では、第 201回(2020.1-6）＠第 79回大会、第 203回（同 10-12)第 204回(2021.1-6）＠第 80回大

会、第 205回（同 10)第207回（同 12)第 208回(2022.1・6）＠第81回大会で報告した。本報告では、

第 209回(2022.8.3-5／第 26回参議院議員通常選挙結果を受けての召集であり実質的な審議なし）、

第 210回(2022.10.3-12.10)、第 211回(2023.1.23-6.21)を対象に、国会会議録検索システム坦血紐

/kokkai.ndl.go.ip/#1を用いて「異次元の少子化対策」「教育無償化」「少子化、無償化」等で検索してヒ

ットした箇所を中心に把握し、特に少子化対応と無償化方策に係る論議の経緯と特徴を明らかにした。

1．岸田文雄首相の「異次元の少子化対策」年頭会見及び施政方針演説を巡る反響・論議

岸田首相が年頭会見(2023.1.4)で述べた「異次元の少子化対策」は、第 211回国会審議の大きなテ

ーマの一つとなった。同用語は国会会議録では以前にも 4件(2014・187回、 2019・198回、 2022・208

回、同 210回の各l件）がヒットするが、第 211回では 100件 203箇所(2023.7.13現在）となっている。

「異次元の金融緩和」(2013.4黒田総裁会見）が 2013年第 183回の会期途中から国会会議録に初

登場して 305 件•540 箇所(4~6 月の 3 か月間）を記録したのに対して、「異次元の少子化対策」につい

ては首相自身が「次元の異なる少子化対策」に言い換えるなどインパクトに欠けるものであった（「次元

の異なる少子化対策」も加えて「or検索」すると 118件 271箇所／本会議22件、予算委員会26件・公

聴会2件・分科会 7件、厚生労働委員会 18件等）。1/23施政方針演説では「こどもファーストの経済社

会をつくり上げ、出生率を反転」「こども家庭庁の下で、今の社会において、必要とされるこども・子育て

政策を体系的に取りまとめ」「6月の骨太方針までに、将来的なこども・子育て予算倍増に向けた大枠を

提示」と述べたが、財源の明確な裏付けはなく、国会審議ではその真意や本気度に質疑が集中した。

2.「異次元の少子化対策」関連の特記事項及び急激な少子化に係る現状認識

国会審議と並行した「異次元の少子化

対策」に関連した特記事項は付表のとお

リである。 2/28速報を踏まえて、 3/31試

案では「昨年の出生数は80万人を割り込

み、過去最少となる見込みで、政府の予

測よりも 8年早いペースで少子化が進ん

でい（る）」として、「2030年は少子化対策

の分水嶺」「2030年代に入ると、我が国の

2023.1.4 

2023.1.19 

2023.1.23 

2023.2.28 

2023.3.31 

2023.4.1 

2023.6.2 

2023.6.13 

2023.6.16 

岸田首相年頭会見「異次元の少子化対策」

「異次元の少子化対策」の実現に向けた関係府省会級の初会合

第211回通常国会召集（一6.21)、岸田首相の施政方針演説

人口動態統計速報（令和4年12月分） （厚生労働省公表） （出生数80万人割れ）

こども・子育て政策の強化について（試案） ～次元の異なる少子化対策の実現

について一（関係府省会議、こども政策担当大臣） （加速化プランを含む）

こども基本法の施行、こども家庭庁の創設

令和4年人口動態統計月報年計（概（）の）況（厚生労働省報道発表） （出生数 77

万 747人／前年の 81万 1622人よリ 4万 875人減少。出生率（人口千対）は6.3

／同 6.6より低下。合計特殊出生率1.26／同 1.30より低下）

こども未来戦略方針決定（こども未来戦略会餞）

経済財政運営と改革の基本方針2023（骨太方針2023／閣議決定） （少子化対

策•こども政策の抜本強化を含む）
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若年人口は現在の倍速で急減」「これからの 6~7年が、少子化傾向を反転できるかどうかのラストチャ

ンス」という認識を示した。そして、こども・子育て政策の基本理念に「①若い世代の所得を増やす、②社

会全体の構造・意識を変える、③全ての子育て世帯を切れ目なく支援する」の3つを据え、今後3年間で

取り組む「こども・子育て支援加速化プラン」を策定するとした。内閣官房の全世代型社会保障構築本部

の下に「こども未来戦略会議」を開催して 6/13戦略方針を決定し、 6/16骨太方針 2023に盛リ込んだ。

3．（結婚・）妊娠・出産から高等教育までの一体的・総合的な経済的負担軽減・無償化

国会会議録において「少子化 and無償化」で検索してヒットした第 210回：30件・206箇所、第 211

回：112件・1,294箇所から、議論の傾向と特徴を探った。第 210-211回は参議院選挙が終わった後と

いうこともあって、各党の公約を踏まえた国会審議が目立った。単体の無償化策ではなく、少子化対応

として「（結婚・）妊娠・出産から高等教育までの一体的・総合的な経済的負担軽減・無償化」を打ち出す

形に踏み込んだ点が大きな特徴と言えよう。各党の公約と重ねて概要を整理すると以下のようになる。

・自由民主党「手厚い少子化対策・子育て支援を実現する」緊急対策としての結婚・出産支援、大胆な児

童手当や育休給付の拡充、保育等子育て支援、放課後児童クラブの拡充など総合的な少子化対策／

高等教育における多子世帯等の中間所得層の修学支援を拡充し出世払い制度を大学院へ先行導入。

・公明党「子育て・教育を国家戦略に」「誰もが取り残されない『教育立国』」出産育児一時金(42万円）

を増額、 0~2歳児家庭に産後ケアを全国展開、子どもの医療費助成を拡大（高3まで無償）、奨学金の

返済の負担軽減、奨学金返還支援制度の全国展開、修学支援新制度を中間所得世帯まで拡充。

・立憲民主党「チルドレン・ファーストで経済的支援の拡充と予算の確保J大学等授業料の無償化、学校

給食の無償化、高3までのすべての子に児童手当 15,000円、関連予算対GDP比 3％台（現状の倍増）。

・日本維新の会「出産無償化X教育無償化。将来世代への投資を徹底」出産にかかる医療への保険適

用＋出産育児バウチャーの支給で出産の実質無償化を実現、教育の全過程の無償化、給食の無償化。

•国民民主党「『人づくり』こそ国づくリ」子育て・教育支援策から所得制限を撤廃、学校給食・教材費・修

学旅行費を無償化、高等教育の授業料減免、給付型奨学金を中所得世帯にも拡充、教育国債の創設。

・日本共産党「子育て・子どもに『冷たい国』から『やさしい国』に」子ども手当全員支給、 18歳まで医療費

窓口負担無料、 0歳からの保育料軽減、給食費・教材費ゼロ、学費半減、入学金廃止、給付奨学金拡充。

・れいわ選且「大学とまで 無 ・‘巴金チャラ「1し童手’を←月 3万に（高校相当年齢まで）。

結．無償化方策は果たして効果はあるのか：少子化対応の3層構造とシームレスでトータルな支援策

岸田首相が「幼児教育、保育の無償化、高校等の授業料支援、高等教育の無償化」を説明句にしてい

ることが会議録から窺える。しかし、 0~2歳児で無償化対象（住民税非課税）になっているのは 1割、高

校等の授業料支援で所得制限（年収目安 910万円以上）によリ対象外となっているのが約 2割、高等

教育の無償化で現在支援を受けている（住民税非課税～年収目安 380万円未満）のは約1.5割と言わ

れている。「切れ目（の）ない支援」の用語も国会審議に登場するようになってきたが、現状はシームレス

＆トータルな支援策にはなっていない。少子化対応は、①子育てと就労・所得保障との両立、②子育て

の経済的負担軽減、③子育てに向かう心理的負担軽減・社会協働的支援の3層構造から成ると言われ

る。「子育て罰」という用語が2020年第 203回の会議録に初ヒットし第211回では 11件・13箇所に増

えているが、弥縫的な似非無償化策では少子化トレンドを絶ち、反転させるほどのインパクトはない。
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いまこそ高等教育を無償ヘ

—海外動向から学ぶー一
企画者・司会者：渡部昭男（大阪成誤大学） 光本 滋（北海道大学）

報告者： 0岡山 茂（早稲田大学） 0石井拓児（名古屋大学）

0横山岳紀（名古屋大学・大学院） 〇多胡［手］太佑（北海道大学・大学院）

2022年は日本が国際人権A規約 13条「教育への権利」 2項(b)中等教育・ (c)高等教育の「無償

教育の漸進的導入」条項に係る留保を撤回し、漸進的無償化に進むことを国際的に公約してから

10年であった。にも拘わらず、この間の日本政府の高等教育無償化の歩みは遅々たるものであり、

消費増税2％分の使途変更によって低所得層限定の大学等修学支援新制度（学喪減免＋給付奨学金）

をスタートさせたに過ぎない (2020春）。国会の附帯決議は漸進的無償化の実現に向けて財源確保

と更なる取組みを要請しており、 2023年はその実施後4年経過による見直し時期となっている。

政府サイドは目下、①理工農学系や3人以上の多子世帯を対象に中間所得層（年収上限 600万円目

安）に拡大する案、②大学院生を対象に授業料の後払いを可能とする受益後納付制度の導入などを

論議している。まさに今、どのような問題提起・改善提言が可能なのかが本学会にも問われてい

よう。奇しくも第 82回大会共同開催校の東京都立大学では、 2024年度から都民を対象に大胆な

学費無償化策（4年間で約 209万円の授業料の減免対象を世帯収入 478万円未満から一気に 910万円未満へ拡

大）を予定しているという。本ラウンドテーブルでは、雑誌『経済』 2022.10月号「特集：いまこ

そ高等教育を無償へ」収録の諸論考を共有財産とし、仏 •EU· 国連 SDGs、米、独、韓国の動向

についての話題提供を受けて、海外動向に学びつつ高等教育無慣化の論議を深めたい。

1. フランス •EU ・玉連 SDGs: 岡山茂「学を止めよう！無と放の等教のために

ナポレオンが創った「帝国大学」は有償だった。しかしそれが解体されたあとに復活する 15の

大学も有償だった。政治家たちは大学の無償化よりも、ソルボンヌ（パリ大学）の立派な建物を造

って「帝国」の威信を高めることを優先したのである。高等教育まで含めたすべてのレベルの教

育の無償化が国家の義務となるのは、 1946年のことにすぎない。この理想は国連やEUによって

も共有される。しかし今、フランスではEU圏外からの学生への無償化が廃止され（博士課程は

除く）、技師学校などでは有償化が進んでいる。グランド・ゼコールには厳しい入試があるし、大

学を卒業するのも簡単ではない（よって中退者が多い）。いま無償化を問うときに必要なのは、その

先にある理想（すべての人を政治的・社会的・経済的拘束から解放すること）を見失わないことだろう。

「帝国的社会」（クリストフ・シャルル）は、ボードレール、フロベール、クールベ、マネらによる「象

徴革命」（ピエール・プルデュー）、そして二つの世界大戦の後でも続いている。フランス、 EU、国

連はどうするのか。ここではACIDESという教員グループの、無償化に加えて学生年金あるいは

ベーシックインカムを導入しようという意見 (2015年）を紹介する。

2．アメリカ：石 児「 ‘: tと 匹ける l めぐる理：の向

よくある誤解は、アメリカの大学授業料は高額であるというものであろう。これはアメリカの

大学授業料が、「店頭表示価格 (StickerPrice)」として示されることから生じる誤りであり、様々
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な返済不要の奨学金、大学が独自に実施する割引措置、教科書給付や食事・住宅の給付などを組

み合わせ、「実際の授業料」が決まる。これを NetTuition（純授業料）と言う。アメリカにおいて

は、ペル奨学金とよばれる連邦政府が措置する奨学金制度が存在し、さらには州レベルでも授業

料負担を軽減する措置がとられ（プロミスプログラム）、多くの州立大学で授業料は実質無償化され

てきているというのが現段階として確認されてよい。加えて注目すべき動向として、昨 2022年8

月、バイデン大統領が奨学金返済の一部を連邦政府が肩代わりする政策導入を表明したことがあ

る。以上のような近年のアメリカの高等教育授業料をめぐる政策的動向の背景には、高等教育を

受ける権利保障をめぐる議論の進展をみることができる。本報告では、いくつかの州におけるプ

ロミスプログラム政策や奨学金返済帳消し政策の導入経過を分析し、高等教育を受ける権利とそ

の権利保障としての授業料無償措置との関係がどのように認識（合意）されたかを検証する。

3. ドイツ： 山 ，．「 ：の入から 止へ： 21 、ドイツにおける

ドイツの州立の高等教育機関は、現在原則として授業料は無償である。しかし、授業料無償は

とりわけ 21世紀に入ってから改革の波にさらされてきた。まず、 ドイツは 16州で構成される連

邦制国家であり、教育に関する権限は原則として州が有している（文化高権）。 1960年代までは、

授業料が徴収されていたが、段階的に廃止され長らく無償の時代が続いた。その後、 1990年代に

なって公財政の逼迫から長期在学者に対して授業料を徴収する州が現れた。これに対して、当時

連邦政府与党の社会民主党 (SPD)は、 2002年に高等教育大綱法に授業料無償を規定したが、同

条項が連邦憲法裁判所によって違憲とされ、いくつかの州で再び授業料の導入が進んだ。しかし、

学生の抗議活動や高等教育の授業料無償化を掲げる SPDが各地の州議会選挙で政権奪取を進め

た影響で、 2013年にニーダーザクセン州が授業料廃止を決定したことにより、第一学位の取得ま

では、全ての州で無償となった。ただし、長期在学者や非 EU圏の在学生等へ授業料を課す州も

見られるものの依然として例外的である。以上のように、公財政の逼迫を経験しながらも、授業

料無償を継続するドイツの事例を参酌することによって、日本への示唆を得たい。

4. 玉： 胡［手太 「登金半 ヒヘの 2012 パラダイムシフトの光と 9

過去 10年間、韓国では高等教育の学費負担における大きな変化が見られた。 2011年まで学生

支援予算を減らしていた政府・与党は、 2012年から国家奨学金制度を設け、予算を大幅に拡充し

た。その後 10年間、国家奨学金制度の予算は拡充を続け、授業料は横ばい状態である。その変化

の引き金になったのは、主に 2008年から 2011年まで行われた全国的な学生・市民運動であった。

それを機に、韓国社会ではパラダイムシフトが起こったかに見えた。確かに過去 10年間の学費に

ついての国会での議論をみると、与野党を問わず、学費負担が重いという問題認識のもと、学生

支援を増やすことが支持されてきた。しかし、それは権利保障よりは選挙を意識したものであり、

学生の実質負担は減らされたものの大学院生および外国人学生の学費は上昇した。また、世論は

私立大学への公的財政投入には否定的で公財政割合の拡充、授業料値下げは行われず、負担軽減

の持続性は担保されなかった。根本的な問題は、 2012年の転換が公共性に関する意識の転換を伴

っていないことである。その限界は大学の財政危機や競争力低下という課題を生み出し、現在韓

国は個人負担を再び増やすか、私学に財政投入して公共性を強化するか、の選択を迫られている。
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「教育無償化」論議の経緯と特徴

ー2021年第 205回～2022年第 208回の国会審議からー

0渡部 昭男（大阪成誤大学•特別招聘教授）

キーワード：コロナ禍、学生等の学びを継続するための緊急給付金、大学等修学支援制度の実

績検証・制度改善、入学金制度の根拠・廃止、留保撤回 10年、個人通報制度

序課題と方法

第 201回 (2020.1.20-6.17) に係る前々回報告、第 203回 (2020.10.26-12.5)及び第 204回

(2021.1.18-6.16)に係る前回報告に引き続き、第 205回（臨時会 2022.10.4-14)、第 207回（臨時会

2021.12.6-12.21)及び第 208回（常会 2022.1.17-6.15)の国会審議における高等教育に係る「教育無

償化」論議の経緯と特徴を明らかにする（国会会議録検索システム https:l/kokkai.ndl.go.ip/#/)。

1．盲近4 の；；の頃向と ：鍵用翠「 育無 の急減、現 寸色；；の一ミ

前回報告で用いた表（第198-204回）に追加する形で 12の鍵用語のヒット状況をみた（表は略）。

大学等修学支援法案が審議された第 198回国会では法案を高等教育無償化として説明する答弁も

あったが、少子化対策・貧困対策に位置づくことが明確になって以降は「真に必要な子供たちの

高等教育無償化」（安倍首相： 201 衆•本会鏃 6 • 2020.2.13)、「低所得世帯への高等教育無償化」（岸田

首相： 207衆・予算委 4• 2021.12.15) という使用となり、ヒット件数も急速に減っている。

また、大学等修学支援法や学びの継続のための経済的支援・現金給付に加えて、第 203-204回

においては「食糧支援」「生理の貧困」に象徴される困窮した学生の日々の生活を支えるための

現物給付へとテーマが切迫・拡大していたが、第 205-208回ではそれら 2つの鍵用語でのヒット

はあるものの大学生等を対象に含む発言は次第にみられなくなっていた。

2．凸生の学び 士るための急付金の呟 及び な対応の望

政府は学生等の学びを継続するための緊急給付金を 2021年度補正予算で提案した (2021.11.26

閣議決定、一人 10万円 67万人対象 675億円／htts://www.mext. 0../contenti20211222-mxt akushi01-0000 

19288 8.pdf)。その試算根拠は、大学等修学支援新制度が対象とする低所得学生約 34万人に加え、

新制度利用者以外の約 33万人を見込んだという。これに対して、「困窮学生や家計急変世帯につ

いて、なるべく柔軟に認定していただきたい」 (207 衆•本会識 3 • 2021.12.9石井啓一鏃員）等の要望

が出され、学生等の経済状況を最も身近な場で把握している大学が支給の可否を総合的に判断す

る旨の答弁があり、全額を支援に結び付けるべく第 1~3次まで募集が継続された。

3．大学等修学支援制度の実績検証及び制度改善に係る論議

第 205・208回では、 2020年度の実施から 2・3年目となる大学等修学支援制度の実績や制度設

計自体を検証する論議が目を引く。給付型奨学金については、 51万人分を予算計上したのに対

して、 2020年度が 27万人 (53%)、21年度が 32万人 (63%) という実績であった。支援率の低

さを指摘する声があり、 SNS等の活用、中学生まで遡った広報といった答弁があった (208参・

予算委 11• 2022.3.10、208衆・文部科学委 5• 2022.3.30 末松文科大臣）。~り住民税非課

税世帯の進学率は 40％から 54％に上昇したという (208衆・予算委 21• 2022.6.1浮島智子識員）。
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制度改善論議としては、教育未来創造会議の第一次提言 (2022.5.10)にある修学支援の中間層

への拡大（理工農学部系学生、多子世帯）、出世払いの仕組みの創設（日本版 HECSの大学院修士課程ヘ

の導入）が挙げられる (208参・文教科学委 10• 2022.5.17 上野通子議員、 208 衆•本会鏃 29 • 2022.5.25岸

田首相、 208衆・予算委 19• 2022.5.26国光あやの議員、など）。加えて、「年収 6百万に拡充」（前記浮島

謡員）、「大阪公立大学のように（年収 590万円未満）」（208参・予算委 11• 2022.3.10高木かおり議員）、

高校卒業後 3 年以内要件の見直し (205 衆•本会蹄 5 • 2021.10.14早稲田夕季識員・質問主意書）、「家計

急変の事由に虐待からの避難も追加」 (208参・予算委 18• 2022.5.30三浦信祐議員）、「自立援助ホー

ムの子供たちを自宅外通学と位置付け」 (208参・厚生労働委 16• 2022.5.24山本香苗鏃員）、職業能力

開発短期大学校から大学編入する際の不利解消 (208参・地方創生及びデジタル社会の形成等に関する特

別委 10• 2022.5.20蟻崎哲史識員への答弁）、所得による支援の「階段状の崖」の改善 (208衆・予算委 1

9 • 2022.5.26城井崇議員）、「成績要件はなくすべき」 (208参・文教科学委9• 2022.5.12吉良よし子議員）、

生活保護世帯について「2020年 3月末、全国の平均 37.3%（大学等進学率）」（208参・内閣委 8• 20 

22.4.7田村智子鏃員）、一般の大学等進学率も 8割を越えたので「大学等進学による世帯分離をやめ

ていただけない（か）」（208参・厚生労働委9• 2022.4.21打越さく良識員）、大学進学者を「生活保護の

対象に入れるべき」 (208衆・厚生労働委 17• 2022.4.27川崎ひでと識員）、大学における障害学生への

支援 (208参・文教科学委3• 2022.3.16訟後靖彦識員）、などが審議された。

4．入学金の根拠及び廃止をめぐる論議

入学金に関しては、以前から減免の論議があり、 2020年以降のコロナ禍のもとでは納付猶

予・分割等が話題に上った。その後、入学金の二重払いの実態が取り上げれた（「民間団体の調

査・・・入学しなかった大学に支払った学生の納付金の平均額として、国公立大学の入学者は約 27万7千円、私立

大学の入学者については29万4千円というような調査がある」 204参・文教科学委 13• 2021.5.20安江伸夫識員

への答弁）。第 205-208回では、入学金制度の根拠と廃止が議論に上っている（「国立大学で 28万 2

千円、私大の平均は 25万円近く」「アメリカやドイツ、フランス、イギリスなど多くの国で入学金そのものが

（ない）」「韓国は 2019年に法改正で廃止」「日本もなくすべき」「合格した学生を受け入れる事務手続等にも充

てられる、だから認められるんだという最高裁判例があります。国立大学の事務手続に 28万円も掛かるんでし

ょうか」 208参・予算委20• 2022.6.3山添拓識員、など）。入学金の見直し論議の登場である。

，．玉、人 A 、,、「 育の•進的入に、、る 口 10 ：人通 の入

外務省 HP には「日本国は•••これらの規定にいう『特に、無償教育の漸進的な導入により』

に拘束される」と明記している (htts://www.mofa. 0.. Imofa.l aiko/ki aku/tuukoku 120911.html)。こ

れは歴代政権も認めているが「漸進的無償化の趣旨を踏まえ」等 (208衆・文部科学委 11• 2022.4.2 

7宮本岳志議員への答弁）と受け流して授業料等の減額化には至っていない。関連して国際人権規約

に基づく個人通報制度の導入について、岸田首相が「人権諸条約に基づく委員会の見解に対しど

のように対応するかなど、我が国の司法制度や立法政策等に関わる論点があるため、各方面の意

見なども踏まえつつ真剣に検討しているところ」 (208 参•本会識 2 • 2020.1.20水岡俊一織員への答弁）

と述べており注目される。個人通報制度が設けられれば、漸進的無償化に反する人権侵害状況を

通報する道が開かれるからである。 （謝辞：JSPS科研費 19KO2864、22k02702の助成を受けた）

16 



日本教育学会第80回大会
The 80th Annual Conference of Japanese Educational Research Association 

【一般 A-1 3】高等教育 ・中等後教育

「教育無償化」論議の経緯と特徴

-2020年 第 203回～2021年第 204回の国会審議からー

0渡部 昭男（大阪成蹂大学）

キーワード ：コロナ禍、 学びの継続、生活支援、現金給付・ 現物給付、食福支援、生理の役困

序課題と方法

第 201回 (2020.1.20-6.17)に係る咋年の報告に続I.,ヽて、本報告では第 203回 (2020.10.26-12.5)及

び第 204回(2021.1.18・6.16)の国会審議における「教育無餡化」論議の経緯と特徴を明らかにする。

これまで同様に国会会議録検索システム (https://kokkai.ndl.go.jp/#/)を用いた。

1．直近 3年第 198~204回における審議の経緯

直近3年の審議の経緯（傾向）を、鍵用語をもとに探った（下表）。 用語欄の 「＆」は AND検索

（両方を含む発言がある会議録）、「／」は OR検索（いずれかを含む発言がある会議録）を示 しており、各用

語を入れて節易検索した結果を「0件 • O箇所」で記載 した (2021.7.1現在、渡部作成）。その上で、

各用語で件数の多かった上位 2位（ヒット頻度［件数十総件数］で補正）までを箔色した。

年 会期（月日） 回次
会県録稔 高芍教百 大学苫＆

入学金
学岱＆ 学生＆

家計急変 囚窮学生
字びの 学行半額／ 遠隔授策／

食料支ほ
生理の

改（＇~) 芸償 ,i学支援 反免 コロナ禍 継飲 '̂t四半汲 対面授文 貧困

2019 
1 28-6.26 198通常 721 35・63 34・424 27・54 37・ 346 O・O 3・6 O・O 4・6 O・O 2・2 O・O O・O 

104-129 200臨時 364 4・ 6 11・35 2・2 A・18 O・O O・O O・O O・O O・O !・! 3・3 O・O 

2020 
120-6.17 201通常 730 16・20 33・ 175 21・35 40・237 91・724 18・41 10・21 15・33 7・9 31・60 5・6 O・O 

10 26-12 5 203臨時 297 2・ 3 8・ 37 2・3 10・43 70・677 4・ 10 2・ 3 6・ 11 O・O 9・ 30 8・9 O・O 

2021 1.18-6.16 204通常 721 4 •4 19・83 9・ 12 19・61 283・2.657 12・ 14 9・9 11 • 14 2・2 24・47 18・24 14・27 

2019年の第 198回 (2019.1.28・6.26)には、「高等教育無伯」「大学等＆修学支援」「入学金」 「学

既＆減免」に示されるように、消費増税分の使途変更に伴う高等教育無伯化策として大学等修学

支援法案が審議され成立した。2020年の第 201回では、大学等修学支援法の施行に係る論議とと

もに、 「学生＆コロナ禍」が国会会議録で初ヒットしたように、コロナ禍での 「家計急変」への対

応や 「困窮学生」への「学びの継続」策が論議された。その後の第 203• 204回では、「学生＆コ

ロナ禍」が「201回 ：91件 （頻度 0.12)• 724箇所」⇒「203: 70 (0.24) • 677」⇒「204: 283 (0.39) • 

2,657」というように増加し、大学等修学支援法や学びの継続のための経済的支援 ・現金給付に加

えて鍵用語「食樹支援」「生理の貧困」に象徴される、困窮した学生の日々の生活を支えるための

現物給付へとテーマが切迫ないし拡大していることが分かる。以下、 三点に絞って述べる。

2 第 203• 204回国会の特徴 1 ：高等教育無償及び大学等修学支援法に係る論議のその後

大学等修学支援法は、「少•f化社会対策大綱や子供の貧困対策に1尉する大綱に基づき 」 (204 参 ・

内閣委 18号2021.5.13坂本哲志内閣府特命担当大臣）と説明されるように少＋化対策 ・臼困対策に位置

づく。対象の低所得恩（大学生等の約 1割）から中間所得層等への拡大が党派を越えた課題意識とな

っている。自由民宅党は日本型高等教育拠出金制度(J・HECS：授業料等を国が立て替えて卒業後に支払

い能力に応じて一定、1;11合を納付する（I：組み）案を構想しており 、萩生田光一文科大臣も 「中間所得阿の

高等教育役の負担軽減を図る」ものとして注目している (203参・文教科学委 2号・2020.11.17ヒ野道

子議員への答弁）。また公明党は「多子世帯や中間所得世帯の教育毀の供担に配廊した取組」を求め

ている (204 衆 • 本会議 3 号 ・ 202 1.1.21 石井啓一議員） 。 現状は 「GDP に占める公的財政教育支出の割
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【一般 A-13】高等教育・中等後教育

合は 3.1%… 38か国中 37位…低い水準であることは、もうこれは認めなくてはならない」とし

た上で、「我が国の国際的地位にふさわしい政策を実施するために十分な教育予算を確保する必要

がある」と文科大臣は述べている (203参・文教科学委 2号・ 2020.11.17訟後靖彦識員への答弁）。

3. 203.204回会の徴 ：コロナ aのもとでの凸びの継＊のための土、的支 ・ 金 寸

大学等修学支援制度の採用数は、予定の半分に留まったという (2020年度予算： 51.4万人分⇒採用

者：前期 25.7万人、後期プラスアルファ程度／204衆・予算委第四分科会 2号・ 2021.2.26宮本徹識員）。一方、

緊急支援については、一定の成果があったと文科大臣はみている（中退者数が前年度より抑えめ／学校

が推胞すべきと判断した全学生約 42万人に緊急給付金支給／学生の学びの支援緊急パッケージを 2020年 12月

に改定し無利子奨学金の充実や休学生への対応等の支援策を追加／同上 萩生田文科大臣）。 2021年・度に向け

て立憲民主党・無所属会派と日本共産党はコロナ特別給付金法案 (2021.3.1、204衆法4／困窮する低

所得世帯や学生等に 1人10万円支給）を提出したのに対して、与党・政府は低所得子育て世帯への特

別給付金 (2021.3.16関係緊急閣僚会謡／対象をひとり親世帯からふたり親を含めた住民税非課税の子育て世帯

全体に広げ1人当たり 5万円）を決定した。識事録からは、「残念ながら大学生が入っていない」 (204

衆・文部科学委 6号・ 2021.3.17下条みつ議員）との指摘、「学生の学びを続ける、学生の暮らしを支え

る、せめてもう一回」 (204参・予算委 14号・ 2021.3.19蓮紡識員）との訴え、「学生自殺者が約 10％も

増えている」 (204衆・文部科学委 7号・ 2021.3.24城井崇識員）との注意喚起、などが確認できる。

4. ffl 203 • 204回会の微3：コロナ aのもとでの困 した凸生の生活支える現、口付

コロナ禍の長期化・深刻化に伴って、困窮学生の生活を支える現物給付策が国会審議にも上が

ってくる。「食糧支援」は途上国、被災地支援などに関わってこれまで言及されてきたが、第 201

回ではコロナ禍での農業関係者を支援する方策として学生への食糧支援が新たに登場している

（未利用食品を政府が引き取って貧困世帯と学生へ届ける仕組み／201衆・予算委 27• 2020.6.10森夏枝議員）。

第 203• 204回になると、各大学や民間団体などによる食糧支援の実例が国会でも紹介されてい

る（筑波大学［食糧支援1.22]:長蛇の列で 3千人分渡したが足りずに後日追加／日本民主青年同盟 [2020年春

頃から学生食料支援活動］：全国 45都道府県、8百回以上実施、延べ 3万8千人利用／204参・予算委 11・2021.3.15

吉良よし子識員）。第 204回で初ヒットした「生理の貧困」に係る多様な発言から文教関連を拾うと、

学生の 2割が金銭的な理由で生理用品購入に苦労（「＃みんなの生理」によるアンケート発表／204衆・

文部科学委 3• 2021.3.10畑野君枝識員）、 NHKの取材に勇気を持って証言した学生の話 (204参・文教

科学委 3• 2021.3.16伊藤孝恵識員）を紹介して文科省等に対応検討を要請し、約束を答弁させている。

結．高等教育における「現金給付＋現物給付J策の論議へ

渡部 2017「漸進的無償化プログラム（高等教育版）」の枠

組み（右表）に重ねれば、大学等修学支援法は低所得層限定

の「A2：学費減免の拡充十Bl：給付型奨学金の拡充」策と

A IA1: 
: ff IA2: 

B B9 :.  
奨学金． B2： ローンの

学生ロー B3：有利子学生ローンの縮減

ン等 B4：学内勤労奨学金等の拡充

c C9：学百費の支援

修学支援 C2：学生生活Rの支援

いえる。コロナ禍での困窮学生の支援、学びの継続は、「B2: t出召器

無利子学生ローンの改善」「B4：学内勤労奨学金等の拡充」「Cl：学習費の支援」「C2：学生生活

費の支援」に及ぶメニューを含んでおり、第 203• 204回に至っては「現金給付＋現物給付」のテ

ーマに論議を拡大させるまでになっている。 （謝辞：JSPS科研費 19K02864の助成を受けた）

18 



日本教育学会第79回大会
The 79th Annual Conference of Japanese Educational Research Association 

一般研究発表【一般 A-13】焉等教育・中等後教育

「教育無償化」論議の経緯と特徴

ー2020年第 201回の国会審議からー

0渡部 昭男（大阪成蹂大学•特別招聘教授）

キーワード：大学等修学支援法、コロナ禍、家計急変、困窮学生、学生署名、緊急給付金

序．課題と方法

新聞記事検索によれば 2016・17年に「教育無償化」の語句を含む記事が増えている 1)。背景に

は教育無償化改憲案の公表（おおさか維新の会2016.3)、18歳選挙権初の第24回参議院議員選挙（同．7)

での教育無償・負担軽減の公約化などがある。 2016年第 190回から 2019年第 200回までの国会

審議における「教育無償化」論議の経緯と特徴は別論考で扱った 2)。本報告では、第 201回国会

(2020.1.20・6.1 7)における「教育無償化」論議の経緯と特徴を明らかにする。会期前半では「大学

等における修学の支援に関する法律」（大学等修学支援法）の施行に係る論議が、後半にはコロナ禍

での家計急変への対応・困窮学生への緊急支援に係る論議が展開された。これまで同様に国会会

議録検索システム (https://kokkai.ndl.go.jp/#/)を用いて「教育無償化」で簡易検索したヒット箇所（会

議録667件中 38件 55箇所）を通覧するとともに、「困窮学生」等の他用語検索を適宜追加した叱

1. 大学等修学支援法の施行に係る論議

安倍晋三首相は、「（三本の矢）果実を活かし、子育て支援、教育無償化、更には働き方改革。一

億総活躍社会を目指し、まっすぐに進んでまいりました」（衆参•本会議1.20 施政方針演説）、「昨年 10

月から、幼児教育、保育の無償化という、小学校、中学校 9年間の普通教育無償化以来、 70年ぶ

りの大改革を実現」（衆参•本会議 1.22/23/24) とこれまでの成果を強調した上で、「この 4 月からは、

真に支援が必要な子供たちの高等教育の無償化を実現します」（同）と演説・答弁している。

これに対して、公明党からは「幼保の無償化と併せて・・高等教育の無償化・・私立高校の授業料

実質無償化・・この 4月からスタート・・まさに教育無憤化元年の年」（参・内閣委 3号3.10石川博崇識

員）、日本維新の会からは「我が党が大阪で実現してきた教育無償化に合わせる形で、 4月から高

等教育の無償化がとられていることは評価」（衆・予算委 18号 2.28杉本和巳議員）等の声が聴かれた。

一方で、立憲民主党からは「低所得層だけを対象とする限定的な貧困対策と競争力人材の育成

策・・高等教育費の私費負担構造はそのままで、学費負担に苦しむ中間層を支援するものとはなっ

ていない」（衆・予算委第 4分科会 1号 2.25菅直人謡員）、 日本共産党からは「国立大学の授業料の減

免・・対象が小さくなる、収入ラインが下げられる・・国連人権規約違反・・後退禁止原則違反」（衆・

決算行政監視委第 2分科会 1号 4.6宮本徹議員）等の柑；判がなされた。また、国民民主党からは所得の

判定基準となる住民税に係るみなし適用の遅れ、すなわち「未婚一人親家庭に対するいわゆる寡

婦（寡夫）控除の端境期」（衆・決算行政監視委第 2分科会 1号4.6城井崇識員）問題が指摘された。

2. コロナ禍における困窮学生の実態と家計急変への対応など

3月になるとコロナ禍における困窮学生の深刻な実態が国会にも届き始める。「バイト先の塾が

2週間休業になり学費を確保できない・・全てのシフトが削除されてしまい、生活要だけでなく就

活費も困難・・家計が急変・・学費や入学金減額、免除、若しくは納入猶予などの措置講じる等、対
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応すべき」「収入補償も必要だ」（参・文教科学委 3号 3.18吉良よし子議員）との要望に対して、萩生田

光一文科大臣は「家計急変後の所得見込みで所得判定を行い、要件を満たす世帯の学生等が支援

対象」「進学や修学に断念をすることのないように、丁寧な対応を政府横断的に」と答弁している。

「政権として、我々与党自民党としても若者の声を是非聞いていただきたい・・大臣自らお会いし

て・・じかにお聞きにな（っては）」（参・予算委 18号 4.30宇都隆史識員）との要請に対しても、「日程が

合えばそういう対応も考えたい」と応じている。

3. 学生署名などを受けてのコロナ困窮学生支援法案の野党共同会派等提案

緊急事態宣言発令 (4.7)下に成立 (4.30) した第 1次補正予算の学生支援はわずか 7億円止りで

あった。学生団体からの一律学贄半額の署名提出（1万筆超）、調査報告（退学検討が1/13人から1/5人

へ増加）や WEB ヒアリング等を受けて、野党共同会派（立憲•国民・社民・社保）と日本共産党は「新

型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための学生等の支援等に関する特別措置法案」（コロ

ナ困窮学生支援法案）を共同提案した 4)。その柱は、①授業料の半額免除、②アルバイト減収分とし

て最大 20万円の一時金支給、③貸与型奨学金の 1年間返還免除であった（約 2兆 3百億円見込み）。

4. 与党・政府による支援策としての学生支援緊急給付金など

これに反応して創設 (5.19閣識決定）されたのが、学びの継続のための学生支援緊急給付金であ

る（困窮学生院生等に 10• 20万円給付、対象総数43万人想定、第 1次補正予算の予備費から 531億円）。煩雑

な手続き、自宅生除外や厳しい諸要件、留学生のみ成績要件あり、早すぎる締切り、周知の遅れ

等の改善要望に対して、萩生田文科大臣は「国は基準を示しましたけれども・・一番大事なのは・・

最も学生に近い学校側がその様々なヒアリングをして・・困難な状況にあるという判断をして・・総

合的な判断を学生支援機構に出していただければ給付対象にする」（参・文教科学委 6号 5.21)、二次

推薦も予定（参・文教科学委 9号 6.4)と答弁している。第 2次補正予算には授業料減免等を独自に

実施する大学等に国が助成する措置なども盛り込まれた (5.27閣議決定、 6.12成立／授業料減免等：国

立大 45億円、国立高専2.3億円、私立大94偲円、専門学校2.6億円／大学等の遠隔授業環境構築 73億円）。

結「教育無償化」論議への寄与と今後の課題

大学等修学支援法の枠組み設定（消典増税分から 5,274億円、全学生数約 350万人の低所得世帯 51万人

15%)自体が問われ、コロナ禍での学生当事者の切実な声と運動が教育無償化の規模と対象を広げ

る結果となった。緊急支援策の検証（省庁大学校対象漏れ等）、コロナ困窮学生支援法案の実質審識、

2021年度への拡充検討などが今後の課題となろう。（謝辞：JSPS科研喪 19k02864の助成を受けた）

1)渡部昭男 2019『能カ・貧困から必要・幸福追求へ』日本標準、 5。/2)渡部昭男 2017「『教育無佃化』論識の

経緯と特徴：2016年第 190回～2017年第 193回の国会審識から」神戸大学学術成果リポジトリ http://www.lib.ko

be・u.ac.jp/repository/90004295.pdf、同 2020「『教育無償化』論識の経緯と特徴（3):2017年第 194回～2019年

第200回の国会審識から」同 http://www.lib.kobe・u.ac.jp/repository/81012010.pelf.。 /3)閲覧日は 2020.7.1・7。

引用に際しては、漢数字を算用数字とし、院・会鏃名・月日・発言者を略記した。／4)衆法 14、5.11衆識院蹄案

受理、 6.16文部科学委付託・閉会中審査。提案に至る経緯等については国民民主党HP「コロナ困窮学生支援法案

提出『アフター・コロナからの再起動の原動力となる学生たちを直接支える、早く届ける』」 https://www.dpfp.or.

jp/article/202900等を、同法案の審識経過・提出時法律案・要綱については衆識院HPの議案情報を参照した。
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①基盤研究 C: 22K02702 （研究代表者・渡部昭男 2022-25)

コロナ禍における高等教育の経済的負担軽減及び修学支援に係る日韓比較研究

キーワード ：高等教育への権利、経済的負担軽減 ・修学支援政策（国）、子育て教育投支

援施策（自治体）、日韓比較研究／ 日韓韓日対話企画、異次元の少子化対策、こども未米

戦略方針 2023、切れ目ない＆総合的な支援策、国会議事録分析、自治体広報調査、コロ

ナ禍、子育て教育毀支援施策（地方）、漸進的無伯化 プログラム高等教育版、登録金半額

化 10年（甜国）、漸進的無伯化国際公約 10年（日本）、少子化 ・人口減少と持続発展可

能な社会、高等教育、経済的負担軽減、修学支援、 日韓比較研究

研究開始時の研究の概要 ：高等教育を巡り日韓はともに家族負担主義、高授業料 ・低補

助の国に分類されてきたが、転換しつつある 。両国は共通した国際人権法、類似した憲

法 ・教育基本法を法規範として有する 。既に把握済みの動向を更に追いつつ、独白開発し

た「漸進的無伯化プログラム（高等教育版） 2017」の枠組みを用いて、引き続き H韓の

①経済的負担軽減及び修学支援に係る法制度 ・行財政を把握し、 ②2020年に新たに出来

したコロナ禍がいかなるインパクトを与え実際に国家政策 ・地方施策がどう対応したのか

を比較検討する 。 その上で、両国の with/afterコロナにおける高等教育の経済的負担軽

減及び修学支援の在り方（理論課題及び具体方策）を探る 。

② 基盤研究 C: l 9K02864 （研究代表者・渡部昭男 2019-22)

高等教育における経済的負担軽減及 び修学支援に係る法・制度・行財政の日韓比較研究

研 究成果の概要 ：高等教育において日韓は「高授業料・低補助」の国に類別されてきた

が、ともに 2012年を画期に変化しつつある 。 その過程を、忠法の教育を受ける権利・基

本法の教育の機会均等・条約の漸進的無伯化といった法規範が源泉となって「法規範⇒意

思決定⇒制度・行財政⇒政策転換」仮説で読み解いた。登録金半額化の 2012年大統頓選

挙公約（韓国）、高等教育無佃化の 2017 年総選挙公約（日本）は、いずれも政権トップ

による意思決定に見えた。 しかし、韓国では 1980年代以来の教育民主化勢力による運動

展開、日本でもコロナ禍における学生当事者の世論形成が背後にあって、法規範に立った

経済的負担軽減や緊急支援策が打たれたのである 。

報告書「高等教育にお ける 経済的負担軽減及び修学支援に係る法・制度 ・行財政の 日韓比較
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